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株式会社タジマモーターコーポレーション
沿革

1978年 東京都杉並区にモンスターインターナショナルを創業

1983年 法人登記しモンスターインターナショナル株式会社を設立

1986年 鈴木自動車工業株式会社（現・スズキ株式会社）との業務提携開始

グループ会社として「株式会社スズキスポーツ」を設立

1990年 静岡県磐田郡（現磐田市）に「竜洋ファクトリー」が完成

2005年 モンスターインターナショナル株式会社から

株式会社タジマモーターコーポレーションへ社名変更

2009年 再生可能エネルギーと電気自動車関連を業務を開始

電気自動車、風力発電、太陽光発電の研究開発をスタート

2010年 「GoPro」の日本総代理店権を獲得し国内販売開始

2012年 経済産業省 国内立地助成事業 認定（EV製造）

経済産業省地域資源活用助成事業 認定（EV開発）

2013年 浮揚式津波対策用シェルターSAFE＋（セーフプラス）を発表

2015年 次世代車開発拠点「タジマ袋井国際次世代自動車センター」を開設

2016年 静岡磐田 総合センター 開設

2017年 北海道北斗市「TAJIMAﾚﾝﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ 新函館北斗駅前」開設

2018年 電気自動車開発の為に「株式会社タジマEV」を創業

2019年 東京モーターショーに出展し電気自動車４車種を発表

2020年 ｸﾘｰﾝ & ｸﾞﾘｰﾝ 事業部を新設し除菌設備「SANITY SYSTEM」の

国内販売開始

代表取締役
田嶋 伸博



弊社の主要事業 ご紹介



新たな電気自動車の開発

2019東京モーターショーにおいて、４車種のEVを発表



次世代モビリティ 弊社のポジション



新EV開発

日本の技術で最高性能へ挑戦

【ハイパーEV】
乗りたいMobilityづくり

圧倒的な高性能モビリティでEVシフトを加速

超
高性能

乗りたくなるMobility環境づくり
安心できる低速モビリティでEV環境を拡大

環境性能と利便性・経済性を追求

【ｴｺﾉﾐｰ&ｴｺﾛｼﾞｰEV】

低価格
高品質

両極
EV

次世代モビリティ 弊社の開発方針



次世代モビリティ 例）超小型EVの展開

2018年タジマEVを創業

超小型EV TAJIMAジャイアンを発表



次世代モビリティ 例）超小型EVの展開

島嶼地域・僻地
の高齢者向け
電気自動車
⬇︎

低速だから
安全

当社の狙い

低速域EVであったから超小型（D2.55×W1.29×H1.57m)
・２人乗り(法規制に遵守）
・低価格(159万円）
・低速（Max 45km/h)
・家庭用100V充電(8h)
・フル充電130km走行
・エアコン付き
・パワステ付き
・パワーウィンドウ付き

自動運転

非接触充電

オートシェア

リユース
バッテリー

最先端EVとして進化（現在は地域限定車両）



次世代モビリティ 例）超小型EVの展開

超小型EV（乗用車タイプ）4人乗り 開発中

自動運転
（オプション）

非接触充電
（オプション）

オートシェア

リユース
バッテリー

デザイン



次世代モビリティ 例）超小型EVの展開

超小型EV（貨物タイプ）350kg積載 開発中

自動運転
（オプション）

非接触充電
（オプション）

デリバリーカー

リユース
バッテリー



次世代モビリティ 例）超小型EVの展開

GSM6（乗合タイプ）6人乗り 開発中

自動運転
（オプション）

非接触充電
（オプション）

巡回乗合

リユース
バッテリー



次世代モビリティ 例）EVバスの展開

EVバス22人乗り 開発中

自動運転
（オプション）

非接触充電
（オプション）

巡回バス

リユース
バッテリー



モビリティシステムを創る｜インフラについて



次世代モビリティづくり｜ハイパーEV

Monster Motor 250

高出力モーター（開発）独立駆動制御（開発）

デザイン



次世代モビリティづくり｜燃料電池自動車

クリーンな水素エネルギー社会実現に向けて
運輸部門CO2削減目標（温暖化対策計画案）2013→30年 27.6％減の実現

温暖化対策目標の達成に不可欠となる先進環境トラック・バスの普及が必要

◆燃料電池自動車の普及目標
2025年までに20万台程度、2030年までに80万台程度

◆水素ステーションの整備目標は、
2025年度までに320箇所程度（2020年5月末で157か所※整備中含む)

経済産業省策定「水素・燃料電池戦略ロードマップ改訂版」

大手自動車会社のFC 新型車両

コストと生産量が課題

2030年予測（環境省資料より）
販売比率16.6％ 販売台数12.6万両

ディーゼルエンジン車両を
FCV(燃料電池自動車）へ
コンバージョンすることで
次世代車両／環境対応車両
の比率を上げCO2削減目標
の達成を目指す

FCVコンバージョン

NEW technology

https://www.meti.go.jp/press/2018/03/20190312001/20190312001-1.pdf

